
No.192 むなかたタウンプレス 平成23年3月15日 （12）行　政

（１）水道事業
職員給与費　決算

区　分 総支出
Ａ

純損益または
実質収支

職員給与費
Ｂ

総支出に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

（参考）
20年度の総支出に占
める職員給与費比率

21年度 24億3,458万
7千円

1,005万
3千円

1億3,194万
6千円 5.4% 5.1%

区　分 職員数
Ａ

給与費 １人当たりの
給与費Ｂ／Ａ給料 職員手当 期末勤勉手当 計  B

21年度 18人 8,141万
2千円

1,759万
2千円

3,294万
2千円

1億3,194万
6千円 733万円

 （注）１　職員手当には退職手当を含まない
　　　２　職員数は、平成22年３月31日現在の数

（２）下水道事業
職員給与費　決算

区　分 総支出
Ａ

純損益または
実質収支

職員給与費
Ｂ

総支出に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

（参考）
20年度の総支出に占
める職員給与費比率

21年度 43億1,552万
2千円

4億4,231万
8千円 7,185万4千円 1.7% 1.8%

区　分 職員数
Ａ

給与費 １人当たりの
給与費Ｂ／Ａ給料 職員手当 期末勤勉手当 計  B

21年度 11人 4,397万
8千円

1,034万
7千円

1,752万
9千円 7,185万4千円 653万2千円

 （注）１　職員手当には退職手当を含まない
　　　２　職員数は、平成22年３月31日現在の数

７．公営企業職員の状況（11ページからつづく）

（１）勤務時間
勤務時間 午前８時30分から午後５時まで、１日７時間45分 週休日 土曜日、日曜日

 （注）職場などで、上記と異なる場合あり

（２）そのほかの勤務条件（平成23年１月１日現在）
①休暇

種類 事　　由 取得期間 給料支給

年次有給休暇 １年ごとの休暇 年20日

有給

病気休暇 負傷や疾病で療養する必要
がある場合

結核性疾患の場合　　　　　　　１年

そのほかの疾患の場合　　　　  90日

特別休暇
（主なもの）

分娩休暇 産前８週間(多胎妊娠は14週間)、産後８週間

出産補助休暇 ２日の範囲内

結婚休暇 ７日の範囲内

子（就学前）の看護休暇 ５日の範囲内（対象者が２人以上＝10日）

ボランティア休暇 ５日の範囲内

忌引

配偶者　　　　　　　　　　　  ７日

父母　　　（血族＝７日、姻族＝３日）

祖父母、兄弟姉妹（血族＝３日、姻族＝１日)

孫など１日

短期介護休暇 ５日の範囲内（対象者が２人以上＝10日）

介護休暇 配偶者や一定の範囲内の親族を
介護する必要が生じた場合

連続する６カ月間の期間内で必要と認
められる期間 無給

②育児休業制度

種　類 事　　由 取得期間 給料支給

育児休業
３歳に満たない子を養育す
る職員が、休業することが
できる制度

産後休暇終了日の翌日から子が３歳に
達する日までのうち、職員の請求に基
づく期間

無給育児短時間
勤務

小学校就学始期に達するま
での子を養育する職員が、
休業や短時間勤務すること
ができる制度

条例で定める勤務形態のいずれかの範囲
例）１日の勤務時間が２分の１、週３日勤務など

部分休業 １日を通じて２時間を超えない範囲内

勤務時間、そのほかの条件Ⅱ
　分限処分とは、職員が一定の事由でその職責を十分に果たすことができない場合
に、公務能率の維持を目的に、本人の意に反して不利益な身分上の変動をもたらす
処分のことです。分限処分には、降給、休職、降任、免職の４種類があります。
　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対して、任命権者がその職員の責任を追
及して行う処分です。公務における規律と秩序の維持を目的として行われる不利益
処分のことで、懲戒処分には、戒告、減給、停職、免職の４種類があります。

（平成21年度実績）

分限処分の状況 懲戒処分の状況

内　容 人数（延べ） 内　容 人数（延べ）

降　給   0人 戒　告   0人

休　職 20人 減　給   1人

降　任   0人 停　職   0人

免　職   0人 免　職   0人

分限と懲戒処分の状況Ⅲ

　地方公務員法では、服務の根本基準を「すべての職員は、全体の奉仕者として公
共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専
念しなければならない」（地方公務員法第30条）と定めています。この根本基準の
具体的規定として、「法令などや上司の職務上の命令に従う義務」「信用失墜行為の
禁止」「秘密を守る義務」「職務に専念する義務」「政治的行為の制限」「争議行為な
どの禁止」「営利企業などの従事制限」といった服務上の義務が定められています。

営利企業などの従事許可の状況（平成21年度実績）
区　　分 件　数

営利企業などの役員の地位を兼ねること   0件

自ら営利を目的とする私企業を営むこと   0件

報酬を得て事業や事務に従事すること 14件

服務の状況Ⅳ

（１）職員の研修状況
　職員の研修は、職員の公務能率の発揮と増進を目的に、任命権者が組織的・
計画的に実施します。このことは、地方公務員法第39条に規定され、市では、
「宗像市職員人材育成ビジョン」に基づいて研修を実施し、職員の能力開発に
努めています。
　平成21年度に実施された主な研修は、次のとおりです。

職場外研修

▽独自研修（新規採用職員採用時研修・新任層職員職務支援研修・
新任管理監督者研修・新任係長級職員研修・メンタルヘルス全
職員研修・法制執務研修・指定管理者制度研修）

▽能力開発研修（徴収事務研修などの各種専門研修）
▽人権等職場環境研修
（人権教育・啓発事業の取り組みなどの研修）
▽外部派遣研修
（福岡県市町村職員研修所など研修機関での各種専門研修、民間

企業等派遣研修）

（２）勤務成績の評定
　任命権者は、公務能率の増進を目的に、職員の執務について定期的に勤務
成績の評定を実施し、その評定の結果に応じた措置を講じることとされてい
ます（地方公務員法第40条）。
　市では、平成14年度から全職員を対象に人事考課制度を導入しています。
その後、制度の改善を図りながら運用しています。

研修と勤務成績の評定Ⅴ
　職員の福利厚生制度の一環として、職員やその被扶養者の病気、負傷、出産、死亡、災害
などに関して適切な給付を行うための、相互救済を目的とする共済制度があります。具体的
には地方公務員等共済組合法に基づき、福岡県市町村職員共済組合が制度を運用し、公務外
の病気やケガの治療時の保険給付や、老後の経済生活の支えとなる退職共済年金の支給など
を実施しています。
　また、労働安全衛生法などに基づき、職員の健康と安全を確保するために、安全衛生管理
体制の整備や健康診断などを実施しています。公務中や通勤途中の災害などによって被災し
た場合には、地方公務員災害補償法に基づき、療養補償などをします。

（１）健康診断の実施状況（平成21年度実績）

（２）職員の福利厚生
　職員の福利厚生制度として、地方公務員法第42条の規定に基づいて、宗像市職員互助会
を設置し、職員の保健、元気回復そのほか厚生に関する事項を計画的に実施しています。
　職員互助会は、会員の福利厚生に関する事業の実施、相互扶助および親睦を図ることを目
的としており、会員の掛金および市の助成金で運営されています。
●職員互助会に対する公費負担状況（平成22年１月１日現在）

年　度 福利厚生事業
に係る決算額

職員互助会への
公費負担額 会員掛金総額 職員互助会

会員数
会員１人当たりの
公費の補助金額 公費負担率

A B C A／C A／（A＋B）

平成20年度決算 15,527千円 11,092千円 15,329千円 478人 23,205円 42.0％

平成21年度決算 14,498千円   9,439千円 14,832千円 469人 20,126円 38.9％

（３）公務災害などの状況（平成21年度実績） 公務災害 通勤災害 計

0件 1件 1件

区　分 受診者数

職員総合健診 457人

福祉と利益の保護状況Ⅵ

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況
　公平委員会は、職員から勤務条件に関し、適当な行政上の措置を求める要求があっ
た場合は、公平委員会は必要な審査を実施し、事案を判定し、地方公共団体の機関に
対し、必要な勧告をしなければなりません。

平成21年度実績 0件

（２）不利益処分に関する不服申し立ての状況
　職員から懲戒そのほかその意に反する不利益な処分を受けたとして審査請求があっ
た場合は、公平委員会は、事案を審査し、その結果に基づいて、処分を承認か修正、
取り消す判定をします。

平成21年度実績 0件

公平委員会から業務状況の報告Ⅶ


